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中 小 企 業 支 援 室　　経 営 支 援 課
管理グループ

企画調整グループ
経営支援グループ
経営革新グループ
団体グループ

管理グループ

１　室の庶務、連絡調整

室の一般庶務事項を掌理するとともに、室内の連絡調整に関する事務を実施した。
２　マイドームおおさかの維持管理

マイドームおおさかは、府内中小企業の振興発展に寄与することを目的として、大阪府と（財）大阪中央地場産業振興センター（現（公財）大阪産業局）が共同で建設を行った。マイドームおおさかの敷地は（公財）大阪産業局に貸付し、同ビルの維持管理は、昭和62年8月、両者の間でマイドームおおさかビル管理協定を締結の上、行っている。
また、府有部分の一部については、商工関係団体に行政財産の使用許可を行った。
〔マイドームおおさか（概要）〕

	所在地
	大阪市中央区本町橋2番5号

	物件延面積
	31,438.25㎡

	うち府有部分
	5,830.70㎡


(1)　敷地（土地）の貸付状況

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	158,746
	154,247
	146,902

	決算額（千円）
	158,746
	154,247
	146,902

	貸付先
	（公財）大阪産業局

	貸付面積（㎡）
	4,381
	（算出）土地総面積×マイドームおおさかビル管理協定書に基づく局持分比率

＝5,419.92×80.8311005％


※年４回に分けて収入

(2)　行政財産使用許可と維持費

ア　使用許可状況（令和２年度　収入ベース）

	使用許可面積
	許可年月日
	使用許可期間
	備考

	2,005.74㎡
	R2.3.10
	R2.4.1～R3.3.31
	一部、年度途中まで許可しているものあり

	135．22㎡
	R2.7.21
	R2.8.1～R3.3.31
	年度途中に許可したもの


イ　使用許可に伴う収入（商工業使用料）
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	33,381
	31,885
	31,304

	決算額（千円）
	33,677
	35,210
	32,936


ウ　維持管理に伴う経費（負担金）
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	53,861
	55,243
	45,996

	決算額（千円）
	53,861
	55,228
	44,372


３　採石法施行に伴う事業

岩石の採取に伴う災害を防止し、岩石の採取の事業の健全な発展を図ることによって公共の福祉の増進に寄与することを目的とした採石法に基づき、採石業者の登録など、次の事務を行った。
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根拠法令　　採石法

(1)　採石業者の登録及び廃止

採石業を行おうとする者は、採石法に基づく採石業者の登録を受けなければならないことから、業者からの申請に基づく登録事務を行った。

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	登録申請件数
	0
	0
	0

	登録事項変更届出件数
	9
	8
	7

	廃止届出件数
	1
	0
	0

	手数料収入（円）
	0
	0
	0


　（令和3年3月31日現在　登録業者数：155件）

(2)　採石業務管理者試験の実施

採石業者の登録の際には、採石業務管理者を選任することが条件とされており、その資格試験を実施した｡

	年度

項目
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	出願者数
	18
	28
	24

	受験者数
	18
	26
	22

	合格者数
	7
	15
	6

	合格率（%）
	38.9
	57.7
	27.3

	手数料収入（円）
	145,800
	224,000
	192,000


　（令和3年3月31日現在　合格証交付総数：994名）

(3)　採石業務管理者試験の問題作成にかかる都道府県採石法連絡協議会への支出

採石業務管理者試験を実施するにあたり、統一した試験問題を作成するため、協議会が設置され、その運営経費を負担した。

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	105
	100
	93

	決算額（千円）
	105
	100
	93


４　砂利採取法施行に伴う事業

砂利の採取に伴う災害を防止し、あわせて砂利採取業の健全な発達に資することを目的とした砂利採取法に基づき、砂利採取業者の登録など、次の事務を行った。

根拠法令　　砂利採取法

(1)　砂利採取業者の登録及び廃止

砂利採取業を行おうとする者は、砂利採取法に基づく砂利採取業者の登録を受けなければならないことから、業者からの申請に基づく登録事務を行った。

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	登録申請件数
	0
	0
	1

	登録事項変更届出件数
	6
	2
	1

	承継届出件数
	1
	0
	0

	廃止届出件数
	0
	0
	0

	手数料収入（円）
	0
	0
	13,000


（令和3年3月31日現在　登録業者数：120件）

(2)　砂利採取業務主任者試験の実施

砂利採取業者の登録の際には、砂利採取業務主任者を選任することが条件とされており、その資格試験を実施した｡

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	出願者数
	9
	5
	7

	受験者数
	8
	5
	6

	合格者数
	5
	3
	3

	合格率（%）
	62.5
	60.0
	50.0

	手数料収入（円）
	72,900
	40,500
	56,000


（令和3年3月31日現在　合格証交付総数：962名）
(3)　砂利採取業務主任者試験の問題作成にかかる都道府県砂利採取法連絡協議会への支出

砂利採取業務主任者試験を実施するにあたり、統一した試験問題を作成するため、協議会が設置され、その運営経費を負担した。

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	61
	54
	55

	決算額（千円）
	61
	54
	55


企画調整グループ
１　室の企画、連絡調整

　　中小企業支援の施策に関し、室内の連絡調整を行った。

２　感染症対策休業要請支援金（府・市町村共同）事業【新規】
新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態措置により、大阪府から施設の使用制限による休業の協力要請等を受け、特に深刻な影響を被っている中小企業・個人事業主を対象に、家賃等の固定費を支援し、将来に向けて、事業継続を下支えするための支援金を支給した。
なお、本事業は大阪府と府内各市町村との共同事業として実施し、事業費の一部を市町村から収入した。
・申請件数：約52,500件
・支給件数：約47,400件
	
	事業費
	うち市町村負担

	予算額（千円）
	28,508,091
	14,154,500

	決算額（千円）
	28,474,947
	14,143,750


３　営業時間短縮協力金（大阪市・府共同）負担金【新規】
新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図ることを目的に、令和２年度の８月、11月及び12月、12月及び1月の3度にわたり、大阪市内の一部または全域を対象として大阪府が行った休業要請等に応じた事業者に、大阪市が協力金を支給するにあたり、事業費の一部を負担した。
	
	事業費

	予算額（千円）
	62,281,370

	決算額（千円）
	22,688,888


　

	要請時期
	対象地域
	決算額内訳(千円)
	申請件数/支給件数（件）

	8月
	ミナミ
	418,370
	約3,000/約2,800

	11月及び12月
	北区・中央区
	4,518,309
	約13,600/約12,700

	12月及び1月
	大阪市内全域
	17,752,209
	約29,500/約17,000


４　大阪府営業時間短縮協力金支給事業【新規】
新型コロナウイルス感染症の再拡大を防止するため、大阪府が指定する区域に対し、営業時間短縮等の要請を実施するとともに、協力した事業者に対し協力金を支給した。
	
	事業費

	予算額（千円）
	245,460,800

	決算額（千円）
	21,898,522


　

　(1)　第１期（大阪府全域）
営業時間短縮要請期間（令和３年１月１４日から令和３年２月７日）
　　　支給件数　１３，３１３件

　　　支給額　　１９，９３５，９００千円
(2)　第２期（大阪府全域）
営業時間短縮要請期間（令和３年２月８日から令和３年２月２８日）
支給件数　１，０００件

支給額　　１，２６０，０００千円

経営支援グループ

１　小規模事業経営支援事業

	
	令和2年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	2,012,505
	1,991,148
	1,980,516

	決算額（千円）
	2,012,129
	1,989,891
	1,979,691


小規模事業者等が経営の安定・改善・革新に向けた取り組みができるよう支援するとともに、まとまりとしての地域産業の活性化を支援するため、商工会及び商工会議所等が実施する事業に対して補助金を交付した。

根拠法令　商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律

２　大阪府運輸事業振興助成補助金事業

	
	令和2年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	668,469
	661,620
	655,070

	決算額（千円）
	668,469
	661,620
	655,070


運輸事業の振興の助成に関する法律の趣旨を踏まえつつ、府民及び事業者にとって意義のある交通安全対策や環境対策等を促進するために、（一社）大阪府トラック協会及び（一社）大阪バス協会に対して補助金を交付した。

３　事業承継税制等に係る事務
事業承継円滑化のための総合的支援を講ずる「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」に基づく、事業承継税制・金融支援の認定や報告等に関する事務。

認定書及び確認書等の交付状況は、次のとおりである。
	
	令和2年度
	令和元年度
	平成30年度

	
	相続
	贈与
	相続
	贈与
	相続
	贈与

	認    定
	38
	99 (1)
	47
	141
	30
	53

	年次報告
	109
	98
	66
	54
	66
	39

	特例承継計画　※1
	232 (1)
	312 (1)
	196

	取消【認　  定】
	3
	8
	6
	1
	4
	4

	取消【事前確認】
	1
	2
	4

	随時報告（株式交換等）
	0
	0
	0

	臨時報告 ※2
	3
	0
	8

	切替申請
	5
	4
	7

	金融支援
	7
	3
	3

	災害特例 ※3
	2
	
	

	合計
	605
	636
	414


　＊（）内は、個人事業主向けの交付状況（内数）
※1 平成30年度税制改正による特例措置であり、個人事業主向けは令和元年度に創設された。
※2 令和元年度の税制改正により、贈与者の死亡による相続税への切替申請時の臨時報告書の提出は不要となった。
　※3 令和2 年3 月2 日付の官報により、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が経済産業大臣の指定する「災害等」として告示されたため、同感染症を事由として売上高が大幅に減少した場合、災害特例の適用を受けることができることとなった。

経営革新グループ
１　経営革新支援
中小企業者の創意ある向上発展を図るため、中小企業等経営強化法に基づき府内の中小企業者から申請のあった「経営革新計画」の承認にあたり適宜、助言･指導等を行い、法の適正な執行に努めた。

根拠法令等　中小企業等経営強化法、大阪府附属機関条例
(1) 経営革新計画の実績
	
	申請件数
	承認件数

	平成18年度
	334
	323

	平成19年度
	250
	247

	平成20年度
	191
	184

	平成21年度
	206
	217

	平成22年度
	168
	170

	平成23年度
	137
	139

	平成24年度
	140
	139

	平成25年度
	129
	130

	平成26年度
	121
	119

	平成27年度
	122
	120

	平成28年度
	137
	127

	平成29年度
	112
	116


	平成30年度
	153
	147

	令和元年度
	111
	105

	令和２年度
	207
	215


	中小企業経営革新承認事業
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	3,334
	1,758
	1,445

	決算額（千円）
	3,158
	1,584
	1,276


(2) 承認企業などの支援等
毎年経営革新企業の掘り起しを行うための経営革新セミナーや承認企業の異業種交流等を目的とする「経営革新計画承認企業の集い」、さらに承認企業等に多様な戦略マーケティング手法を理解いただくための「なにわマーケティング大学」の開催を予定していたが、令和２年度は、新型コロナ対策に重点的に取り組んだため、実施を見送った。
	承認企業支援事業
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	1,070
	2,132
	2,027

	決算額（千円）
	346
	1,927
	1,943


２　中小企業新商品購入制度

新規性の高い優れた新商品の生産等により新たな事業分野の開拓を図る中小企業者の販路開拓を支援するため、府が定める基準を満たす新商品を生産等する事業者を認定し、府の機関が随意契約での購入に努める制度の実施を予定していたが、令和２年度は、新型コロナ対策に重点的に取り組んだため、実施を見送った。
根拠法令等　地方自治法施行令第167条の2第1項第4号、大阪府附属機関条例
【実績】
・令和2年度　 募集せず

・令和元年度　 認定事業者数： 8　（商品数： 8）
・平成30年度　認定事業者数： 7　（商品数： 7）
・平成29年度　認定事業者数： 8　（商品数： 8）
・平成28年度　認定事業者数：12　（商品数：12）
・平成27年度　認定事業者数：14　（商品数：14）
・平成26年度　認定事業者数：10　（商品数：10）
・平成25年度　認定事業者数： 8　（商品数： 8）
・平成24年度　募集せず
・平成23年度　認定事業者数： 6　（商品数： 7）
団体グループ

１　中小企業組織化の推進

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	91,939
	91,369
	90,466

	決算額（千円）
	91,127
	90,608
	89,745


経営資源が脆弱な中小企業が相互扶助の精神に基づき中小企業組合の組織化を図る　ことにより体質を強化し、その経済的地位の向上を図る必要がある。

このため、大阪府中小企業団体中央会等と緊密な連携を図りながら組織化の啓発・　　指導に努めるとともに、中小企業組合の健全な運営と活性化を支援した。

根拠法令等　　中小企業団体の組織に関する法律

中小企業等協同組合法

(1) 中小企業の組合の指導育成

府内中小企業の組織化の推進と組合運営の適正化を図るため、組合の設立指導や　組合運営の相談指導を行った。

①　組合の種類と性格

ア　事業協同組合は、中小企業者が協同して事業を行い、その経済的地位の　　　向上を図るものである。

イ　協同組合連合会は、事業協同組合などの連合体で、各組合単独では行い　　　得ない共同事業を行うことによって、構成組合及びその組合員の経済的地位の向上を図るものである。

ウ　企業組合は、個人事業者及び勤労者などが個々の資本と労働を組合に集中　して、事業活動を行う組合である。

エ　協業組合は、組合員の事業の統合により生産性の向上、設備や経営の合理化などを図るものである。

オ　商工組合は、地区内同業者の団結により業界の安定と改善発展を図るものである。

②　組合設立認可等の事務

令和２年度における中小企業組合の設立認可、定款変更認可、解散届出受理などの状況は、次のとおりである。

	組　合　名
	年度当初数

（令和2年
　4月当初）
	設立
	解散
	他行政庁への

所管替
	他行政庁からの

所管替
	定款

変更
	組織

変更
	現 在 数

（令和3年
　3月末）

	事業協同組合
	1170
	43
	28
	2
	277
	254
	0
	1460

	協同組合連合会
	10
	0
	0
	0
	8
	0
	0
	18

	企 業 組 合
	36
	0
	1
	0
	0
	0
	0
	35

	協 業 組 合
	9
	0
	0
	0
	0
	1
	0
	9

	商 工 組 合
	34
	0
	1
	0
	16
	6
	0
	49

	計
	1259
	43
	30
	2
	301
	261
	0
	1571


(2)　中小企業組合への事業支援

平成23年度から、中小企業の組織化の推進を図るため、大阪府中小企業団体中央会に対する指導助成を廃止し、中小企業組合へ府が直接支援する事業を実施し、中小企業組合の健全な運営に対する必要な支援を実施した。

①　組合等事業向上支援事業

中小企業組合や異業種中小企業グループが支援を受ける先を選択し、中小企業組合などに専門家を直接派遣することで、課題解決に積極的に取り組む中小企業組合などの事業活性化、新事業創出などを図るための支援事業を委託により実施した。

・支援件数　241件

・委託先　　大阪府中小企業団体中央会、一般社団法人大阪中小企業診断士会、

　　　　　　　　大阪府社会保険労務士会、近畿税理士会

②　組合運営改善指導事業

　　　　　中小企業組合の健全な運営に対する啓発等指導事業（法令遵守啓発、組合運営診断等）を参加意思確認公募手続で事業者委託により実施した。

　　　　（委託先：大阪府中小企業団体中央会）

　　　　・法令遵守啓発　　講習会（11講座）

　　　　・組合運営診断　　1038組合

２　官公需についての中小企業の受注確保対策
本府の事務事業に係る官公需の中小企業者向け発注を促進するため、「令和２年度　　中小企業者向け官公需確保のための基本方針」を策定するなど、その対策を積極的に推進した。

根拠法令　　官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律

中小企業支援室　商業・サービス産業課
商業振興グループ

新事業創造グループ

商業振興グループ

１　小売商業の振興
 (1) 商店街感染症対策等支援事業

	
	令和2年度

	予算額（千円）
	121,275

	 決算額（千円）
	121,275


商店街が「３密」を回避する感染症対策を実施するとともに、府民が安心して買い物できるクリーンな場であることを広く発信するための事業をモデルとなる107商店街で実施した。
 (2) 商店街感染症対策等支援事業（需要喚起）

	
	令和2年度

	予算額（千円）
	91,044

	 決算額（千円）
	58,707


府内商店街における需要喚起のための準備を進めるとともに、府内の人の流れと街の賑わいを創出し、大阪経済を再活性化するための事業をモデルとなる107商店街で実施した。
 (3) 町村への事務移譲交付金
	年　度
（交付町村数）
	令和２年度
（10町村）
	令和元年度
（10町村）
	平成30年度
（10町村）

	予算額（千円）
	272
	266
	265

	決算額（千円）
	272
	266
	263


中小小売商業振興法及び同法施行令の規定による「商店街整備計画等の認定等」の事務については、大阪府商工行政事務に係る事務処理の特例に関する条例の規定により、町村に移譲しており、大阪版地方分権推進制度実施要綱第２の４の規定に基づき、府内１０町村に、商店街整備計画等の認定等移譲事務交付金を支出した。

２　商工関係者表彰

府内商業関係者の資質の向上と商業道義の高揚を図り、もって商業の振興に資するため、次のとおり表彰を実施した。
	区　　　分
	被　　表　　彰　　件　　数

	
	卸　　売
	小　　売
	計

	団体役員
	33名
	26名
	59名

	団体職員
	0名
	2名
	2名

	従業員
	5名
	11名
	16名

	事業所等
	6件
	－
	6件

	業種別団体
	－
	－
	－

	合　　　計
	44件
	39件
	83件


３　大規模小売店舗に対する指導調整
(1) 大規模小売店舗立地法の運用

店舗面積が1,000㎡を超える大規模小売店舗（大阪市、堺市及び権限移譲市町を除く）の立地に関し、その周辺地域の生活環境の保持のため、大規模小売店舗を設置する者により、その施設の配置及び運営方法について適正な配慮がなされるよう指導した。

大規模小売店舗立地法に基づく届出状況　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	年度
	新設

5条1項
	変　　　更
	廃止

6条5項
	承継

11条3項
	計

	
	
	6条1項
	6条2項
	附5条1項
	8条7項
	
	
	

	H12
	5
	0
	0
	9
	0
	1
	0
	15

	H13
	9
	2
	1
	27
	7
	5
	0
	51

	H14
	21
	13
	7
	62
	0
	7
	4
	114

	H15
	22
	22
	39
	84
	7
	7
	2
	183

	H16
	20
	37
	24
	39
	5
	4
	5
	134

	H17
	19
	43
	16
	8
	2
	4
	9
	101

	H18
	13
	24
	10
	9
	6
	3
	12
	77

	H19
	21
	49
	7
	4
	2
	5
	14
	102

	H20
	13
	82
	14
	2
	3
	2
	14
	130

	H21
	16
	37
	18
	4
	0
	2
	20
	97

	H22　　
	20
	22
	9
	3
	1
	4
	7
	66

	H23
	18
	34
	12
	3
	1
	3
	19
	90

	H24
	14
	51
	26
	1
	0
	6
	12
	110

	H25
	14
	37
	8
	1
	0
	0
	6
	66

	H26
	6
	55
	24
	1
	0
	1
	6
	93

	H27
	7
	25
	9
	2
	0
	2
	4
	49

	H28
	4
	30
	7
	1
	0
	2
	9
	53

	H29
	16
	25
	2
	0
	0
	4
	3
	50

	H30
	11
	23
	3
	0
	0
	3
	1
	41

	R1
	7
	33
	2
	0
	0
	6
	4
	52

	R2
	6
	25
	9
	0
	0
	1
	1
	42

	計
	282
	669
	247
	260
	34
	72
	152
	1,716


· 平成12年度は、12.6.1（法施行日）～13.3.31

· 大阪府で届出受理後、審査途中で市町への権限移譲により引き継いだものを含む。

(2) 大規模小売店舗立地審議会
	年　度
	令和2年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	1,050
	1,050
	1,050

	決算額（千円）
	452
	380
	463


大規模小売店舗立地法第８条第４項の規定による意見、同法第９条第１項の規定による勧告その他の大規模小売店舗の立地に係る重要事項について審議している。

開催状況（令和２年度　４回）

	第112回
	令和 2年  6月  16日（書面開催）

	第113回
	令和 2年  8月  11日

	第114回
	令和 3年  1月   8日（書面開催）

	第115回
	令和 3年  3月   2日


 (3) 市町村への事務権限移譲

	年　度

（交付市町数）
	令和2年度

（20市町）
	令和元年度

（20市町）
	平成30年度

（20市町）

	予算額（千円）
	21,698
	28,328
	19,273

	決算額（千円）
	15,321
	22,033
	10,893


大規模小売店舗新設届出の受理などの事務については、大阪版地方分権推進制度により、府内20市町に権限を移譲している。
権限を移譲した市町における事務処理を支援するため、移譲後も適宜、問合せ、相談に応じるとともに、大規模小売店舗届出受理等移譲事務交付金を支出した。
市町村への事務権限移譲状況

	移譲時期
	移譲先市町

	平成23年  1月
	茨木市

	平成23年 10月
	池田市、松原市、箕面市、豊能町、能勢町

	平成24年  1月
	河内長野市、大阪狭山市、阪南市、岬町

	平成24年  4月
	豊中市、八尾市

	平成25年  1月
	岸和田市、貝塚市、枚方市、和泉市、泉南市、熊取町

	平成29年  4月
	門真市

	平成30年  4月
	泉佐野市


新事業創造グループ

１　市町村等の創業支援力の強化　

産業競争力強化法に基づく市町村の創業支援等事業計画において、都道府県の支援・連携が求められる中、市町村や民間等の創業支援機関の相互連携の促進、ネットワークの強化、創業支援の充実及び支援者のスキルアップを目的に「大阪府内創業支援機関ネットワーク会議」を開催し、創業機運の醸成と創業促進を図っているが、令和２年度は新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響を受け、中止。
・大阪府内における創業支援等事業計画策定数　

令和元年度末 41市町村　→　令和２年度末 43市町村
【参考】
・大阪府内創業支援機関ネットワーク会議の開催（令和元年度実績：2回）

参加人数　228名　　参加団体数　172団体　

２　大阪起業家グローイングアップ事業　
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	21,442
	23,688
	34,016

	決算額（千円）
	9,748
	12,662
	18,753


ビジネスプランコンテストなどを通じた有望起業家の発掘、補助金の支給、ビジネスプランから成長過程までの一貫したハンズオン支援を組み合わせることによる創業支援を実施している。

(1) ビジネスプランコンテストを１回開催（令和２年11月19日）
(2) 令和２年度受賞者３者に対して補助金を交付

（1,000千円（上限）／人・１年間）
(3) 過去受賞者に対し、売上目標を達成できるよう、経営課題改善についての助言、販路拡大やネットワーク拡大などのためのマッチング機会の提供などのハンズオン支援を実施。また、この事業を効果的に実施するため、大阪府内創業支援機関ネットワーク会議の開催と、Osaka起業家応援メールマガジンの配信を行った。

３　成長志向創業者支援事業　

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	17,797
	17,139
	10,281

	決算額（千円）
	17,556
	16,569
	10,210


株式上場をめざす成長志向のスタートアップ創業者に対し、既に成功した起業家等による個別指導等の支援を実施し、成功者が次の挑戦者を支援するスタートアップエコシステムの構築を促進した。

・支援対象　17者
(1) 総合支援

　　・起業初期段階のスタートアップに対して、支援対象者同士の交流促進及び起業に必
要な知識や人的ネットワークを得ることを目的としたミートアップ、オープンイノベ
ーション促進のため支援対象者に既存企業との連携・協業の機会を提供したほか、既
存企業との効果的な連携・協業をテーマとしたイベント実施、最後にデモデイ（成果
発表会）を行った。
・発展段階のスタートアップに対して支援企業の事業活動内容を踏まえたテーマ別勉強会、参加創業者の相互の悩みを相談し解決するためのグループワークを実施したほか、上場企業訪問や経済団体との交流会を行った。

(2) 担当メンター（助言者）の選定及び配置
・伴走支援を担当するメンターにより、起業初期段階のスタートアップが直面する経営課題について個別メンタリングを実施した。

・成功起業家により、発展の成長加速を目的とした個別指導を実施した。

４　大阪中小企業投資育成株式会社への支援　
中小企業に対する株式の引受け、新株予約権付社債の引受けなどの事業を行うことにより、中小企業の自己資本を充実し健全な成長発展を図る目的で設立された同社に対して出資をしている。第57期決算（平成31年４月１日～令和２年3月31日）においては1,800万円（配当率6％）の配当があった。

５　新事業創出オープンイノベーション促進事業 
	
	令和２年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	60
	6,279

	決算額（千円）
	30
	6,249


セミナー、ワークショップを通じて、新規領域に挑戦する中小企業を発掘し、他者の技術やアイデアを組み合わせる「共創」を促すハンズオン支援で、革新的なビジネスモデルや製品・サービスの創出を支援。
(1) セミナー及びワークショップの開催

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和２年度は実施なし。
(2) ハンズオン支援の実施
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和２年度は実施なし。
６　新事業デザイン相談事業　
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	1,871
	1,852
	1,836

	決算額（千円）
	1,760
	1,758
	1,477


※H30年度よりデザイン情報サービス事業費含む

中小企業のデザイン活用を促進するため、相談企業の問題解決等に応じ、相談企業の希望に応じてデザイン事務所とのマッチングを図った。また、府内の産業界が直面しているデザイン課題等の解決に資するための研究や、オンラインによるデザイナーと中小企業の交流、マッチングを実施した。さらに、企業経営にとって重要なデザイン動向等、内外の最新デザイン情報を調査・収集・発信した。
(1) 相談・指導

デザイン相談件数：769件（うち、ホームページ無料診断110件）

(2) 開発支援研究

①ビジネスマッチングブログの開発運用

　　令和２年度「BMB」アクセス件数：62,985件
②こどもＯＳランゲージに関する研究

(3) 交流事業の開催

※新型コロナウイルスの感染拡大状況を鑑み中止

(4) デザイン情報の調査・収集

　 府内デザイナー情報の収集（デザイン実績及び会社案内の資料提供を受けている。）

　

(5) デザイン情報の発信

①文献・雑誌などの閲覧
②ホームページ及びメールマガジンによる情報発信
令和２年度ホームページアクセス件数：28,550件

令和２年度メールマガジン登録件数  ： 5,573件

７　大阪府デザイン・オープン・カレッジ事業　

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	309
	844
	844

	決算額（千円）
	　　277
	698
	769

	歳入額（千円）
	　　　213
	　　1,268
	1,003


企業経営に欠かせないデザインの活用について理解を深め、実践の場で活かせる手法や理論・技術などを習得するため、企業経営者、商品企画・マーケティング・開発担当、起業家等を対象に、フォーラムを開催し、企業におけるデザイン活用の高度化を図った。
(1）特別セミナー　
テーマ： 経営者なら知っておきたいデザイナーの使い方

(2) デザイン研修技法（ワークショップ形式）
※新型コロナウイルスの感染拡大状況を鑑み中止

(3) デザイン高度化研修（ワークショップ形式）
※新型コロナウイルスの感染拡大状況を鑑み中止

８　デジタルコンテンツ産業の振興　

大阪から全国・世界へ発信する優れたコンテンツビジネスを創出するため、平成18年1月に行政機関・経済界・関連企業などが連携したオール大阪体制で設立した「大阪デジタルコンテンツビジネス創出協議会」の活動を通じて、ビジネス化に繋がるコンテンツの発掘・育成を支援した。

中小企業支援室　ものづくり支援課
製造業振興グループ・・・・・・・・・・・・・・80
技術支援グループ・・・・・・・・・・・・・・・82
産学官連携推進グループ・・・・・・・・・・・・85
販路開拓支援グループ・・・・・・・・・・・・・86
製造業振興グループ

１　ものづくり支援拠点「ＭＯＢＩＯ（ものづくりビジネスセンター大阪）」 の運営

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	61,062
	62,287
	62,132

	決算額（千円）
	59,574
	59,643
	61,886


府内ものづくり中小企業の総合支援拠点である「MOBIO（ものづくりビジネスセンター大阪）」を運営するため、公益財団法人大阪産業振興機構が本拠点において行う産学官連携促進事業や人材育成事業等及び民間事業者が行う常設展示場などの運営や情報受発信事業に対して補助を行った。

２　経営力強化・支援体制構築事業（ものづくり支援強化推進事業）
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	1,342
	1,342
	1,334

	決算額（千円）
	832
	897
	  840


（１）ＥＧおおさか推進ネットワーク構築経費 

「産学公民金」の連携により、府内ものづくり中小企業の経営力の向上等を図るため、自治体、商工会・商工会議所、公的産業支援機関、大学、金融機関等が参画する「ＥＧおおさか推進ネットワーク」を構築し、基調講演や参画機関の活動を紹介する定例交流会を開催するなど、機関相互の情報交換等を行った。
・平成30年度実績　定例交流会3回開催

（２）地域経済コンシェルジュ養成研修経費 

ＥＧおおさか推進ネットワーク参画機関の職員の対企業支援力の向上等を図るため研修を実施した。

・平成30年度実績　8日間13コマの講座を実施
全課程修了生22名

聴講生      22名

（３）域外ネットワーク推進経費 

国内の他地域、クラスター、支援機関と連携し、連携地域とのビジネスマッチングなど、共通課題の解決のための取組みを実施した。
３　大阪ものづくりブランド構築支援事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	3,429
	3,429
	3,429

	決算額（千円）
	3,363
	3,370
	3,212


府内ものづくり企業の自社製品開発を促進するため、府内中小企業の優れた技術に裏打ちされた創造力にあふれた製品を「大阪製」ブランドとして認証した。

・平成30年度認証製品　　　 8製品

４　皮革産業振興対策事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	2,618
	2,865
	2,865

	決算額（千円）
	2,130
	2,141
	2,171


研修事業　
（再掲）皮革関連産業の振興を図るため、次のとおり研修事業を実施した。

	事業名
	皮革業界総合研修

	対象
	皮革関連業種（製革業、製靴業、靴卸売業等）

	期間
	（前　期）平成30年10月 25日～平成30年11月6日

（後　期）平成31年1月21日～平成31年2月 27日

（技術者）平成31年1月 12日～平成31年3月3日

23日間、延べ84.5時間

	場所
	上田安子服飾専門学校、マイドームおおさか他

	内容
	講義、工場見学、実演講座、実技

	受講者数
	前期・後期延べ302名　技術者6名


５　石油貯蔵施設立地対策事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	210,870
	209,916
	209,985

	決算額（千円）
	207,395
	199,448
	208,237


石油貯蔵施設の設置の円滑化と周辺地域住民の福祉の向上を図るため、石油貯蔵施設が立地する市町及び隣接市町が実施する公共用施設の整備に対して補助金を交付した。

根拠法令　　特別会計に関する法律

技術支援グループ

１　知的財産支援施策の実施

知的財産を取り巻く環境が大きく変化する中、府内中小企業の知的財産戦略の実践に向けた取組みを行った。

(1) 知的財産マッチング事業

アイデア（特許）を有効活用し、新規事業や新商品の創出を図るため、「アイデアを事業化したい公設試、大学等」と「アイデアを活用したい企業」との出会いの場を提供するため、「特許ビジネス展示会」を開催した。

開催日 ：平成３０年１１月２８日（水）、１１月２９日（木）
会　場 ：マイドームおおさか 一階展示ホール（マイドームビジネスフェスタ2018内）

展示数　：１１団体（研究機関４、大学５、その他２）

来場者数：4,452名（ブース来場者は682名）

(2) 知財支援ネットワーク事業

知的財産分野の専門家（弁理士・弁護士・中小企業診断士・知財支援アドバイザー・技術研究員）と連携協力し、知財支援ネットワーク（MOBIO知財サポートチーム）を組織し、中小企業における知的財産の問題解決のための取組みを行った。

・支援事業数　３５企業

(3) 特許情報等活用講座

企業において知的財産関係の業務に従事する者を対象に、特許などの情報検索の実技指導を行った。

	講座名
	開催回数
	受講者数

	特許情報活用講座
	4回
	26人

	意匠情報活用講座
	1回
	7人

	商標情報活用講座
	1回
	6人


２　ＩＮＰＩＴ近畿統括本部の活用促進

大阪府が誘致し、平成２９年７月末に設置された独立行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）の「近畿統括本部」について、各種支援機関と連携し、広報やセミナーの開催等を通じて、中小企業による高度・専門的な知財相談窓口の利用促進を図った。

	内容
	回数

	金融機関と連携したセミナー等の開催

（「ビジネスに活かす知財の視点」など）
	３回

	商工会・商工会議所、各支援機関と連携したセミナー等の開催

（「はじめての営業秘密管理」など）
	１８回

	支援機関連携会議の開催
	２回


３　発明の奨励

発明振興に寄与する取組みに対し表彰などを行った。（大阪府生徒児童発明くふう展、暮らしの発明展、他）
４　技術者の表彰

技術開発、技術改善、新技術の育成などに貢献のあった技術者、経営者を顕彰した。

平成30年度の表彰者は、次のとおりである。

	種　　　　　　　　別
	表　彰　者

	発明実施功労者表彰
	　　　1人

	発明功績者表彰
	　　　5人

	新技術開発功労者表彰
	　　　2人

	技術改善功労者表彰（1号）
	　　　14人

	技術改善功労者表彰（2号）
	　　　3人


５　地方独立行政法人大阪産業技術研究所への支援

地方独立行政法人大阪産業技術研究所が自主性・自律性を発揮し円滑に運営ができるよう、運営費交付金の交付、大阪府職員の派遣等必要な支援を行った。

(1) 運営費交付金
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	1,929,200
	1,967,382
	1,950,261

	決算額（千円）
	1,924,926
	1,943,023
	1,927,712


(2) 施設整備費補助金

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	－
	366,142
	17,192

	決算額（千円）
	－
	366,142
	17,192


(3) 職員の派遣（平成31年3月31日現在）

	
	（単位;人）

	部長級
	1

	次長級
	0

	課長級
	1

	課長補佐級
	2

	主　査　級
	0

	主　事　級
	3

	　　計
	7


６　地方独立行政法人大阪産業技術研究所に関する認可業務等

地方独立行政法人大阪産業技術研究所の中期目標などの進行管理を行うため、地方独立行政法人法及び同法施行細則等の規定により、設立団体として所要の手続きを行った。（認可業務、評価委員会の運営等）
産学官連携推進グループ

１　金属系新素材試作センター運営事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	2,860
	2,860
	2,860

	決算額（千円）
	2,860
	2,860
	2,860


東北大学金属材料研究所附属産学官広域連携センターとの連携により、府内金属加工系中小企業の技術革新を支援するための拠点として、公益財団法人大阪産業振興機構がクリエイション・コア東大阪内に開設した「金属系新素材試作センター」の運営事業に対して、補助を行った。

	２　ものづくりイノベーション推進事業


	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	19,864
	15,050
	16,203

	決算額（千円）
	17,586
	10,233
	13,789


ものづくり企業のイノベーション（技術革新）を創出するため、企業、支援機関など産学官が幅広く結集した「大阪ものづくりイノベーションネットワーク」を構築し、新たな技術開発の取組みに対し、支援を行った。
３　展開力支援強化事業
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	2,884
	17,383
	17,394

	決算額（千円）
	2,884
	17,375
	16,676


新分野、ニッチ市場等へ新たな技術や製品の投入を狙う中小企業の展開力の向上を推進するため、市場ニーズ等を個別具体のプロジェクトとして組成し、中小企業の新市場への参入、事業展開を支援した。

４　大阪府IoT推進ラボ事業
	
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	450
	クリエイティブ産業振興事業費から
執行

	決算額（千円）
	　  　270
	　　  345


「シンプルに、安く、小さく始める」という、中小企業にあったIT/IoT導入を支援するため、IoTリーンスタート！セミナー・IoT診断・IoTマッチングの事業を実施した。
販路開拓支援グループ

１　ものづくり中小企業顕彰事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	800
	800
	800

	決算額（千円）
	800
	800
	800


大阪ものづくり優良企業賞2018の実施

大阪の強みであるものづくり企業の集積と技術力を国内外に情報発信するため、「ものづくり看板企業」の発掘を目的に、「高度な技術力」、「高品質・低コスト・短納期」などに着目し、市場での高い評価が期待でき、大阪産業の活性化と地域社会への貢献に資すると認められる中小企業を、官民一体となって顕彰した。

・分 担 金：800千円

・支 出 先：大阪中小企業顕彰事業実行委員会

構成：大阪府、大阪府商工会議所連合会、大阪府商工会連合会、

公益財団法人大阪産業振興機構
地方独立行政法人大阪産業技術研究所
２　ものづくりプロモーションツール制作事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	10,720
	10,720
	10,720

	決算額（千円）
	10,673
	10,696
	10,702


大阪ものづくり優良企業賞や国の顕彰制度を受賞した企業など、大阪の「看板企業」を紹介する冊子「大阪の元気！ものづくり企業」を発刊し、「大阪のものづくり力」のプロモーションに活用した。

３　大規模展示商談会活用事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	16,476
	16,476
	16,476

	決算額（千円）
	15,228
	15,286
	15,180


高い技術や優れた製品を持ちつつも大規模展示商談会への出展経験が少ない中小企業に、事前講習会を行った上で初回の出展経費の一部を補助することにより、看板企業へのステップアップを支援するとともに、展示商談会に出展する大阪のものづくり企業と共通の装飾を実施するなどの方法により、大阪のものづくり企業の集積と技術力を情報発信した。

４　販路開拓支援事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	15,361
	15,361
	15,361

	決算額（千円）
	14,617
	15,098
	15,038


国内外からの「大阪ものづくり」への引き合いに、官民が一体となって、大阪のものづくり企業を探索し紹介する「ものづくりB2Bネットワーク」の運営を行った。

５　伝統的工芸品産業の振興

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	204
	204
	204

	決算額（千円）
	130
	192
	188


大阪府伝統工芸士認定事業
「大阪の伝統工芸品」として指定を受けた工芸品の製造に従事する者のうち高度な伝統的技術を保持し、産地振興に積極的に取り組む者に対し「大阪府伝統工芸士」の称号を贈った。　（根拠法令　大阪府伝統工芸士認定要綱）

６　大阪府中小企業取引振興事業

（～平成20年度：大阪府中小企業支援センター事業（事業内容の見直しに伴い事業名称を変更））
中小企業支援室　ものづくり支援課
製造業振興グループ・・・・・・・・・・・・・・80
技術支援グループ・・・・・・・・・・・・・・・82
産学官連携推進グループ・・・・・・・・・・・・85
販路開拓支援グループ・・・・・・・・・・・・・86
製造業振興グループ

１　ものづくり支援拠点「ＭＯＢＩＯ（ものづくりビジネスセンター大阪）」 の運営

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	61,062
	62,287
	62,132

	決算額（千円）
	59,574
	59,643
	61,886


府内ものづくり中小企業の総合支援拠点である「MOBIO（ものづくりビジネスセンター大阪）」を運営するため、公益財団法人大阪産業振興機構が本拠点において行う産学官連携促進事業や人材育成事業等及び民間事業者が行う常設展示場などの運営や情報受発信事業に対して補助を行った。

２　経営力強化・支援体制構築事業（ものづくり支援強化推進事業）
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	1,342
	1,342
	1,334

	決算額（千円）
	832
	897
	  840


（１）ＥＧおおさか推進ネットワーク構築経費 

「産学公民金」の連携により、府内ものづくり中小企業の経営力の向上等を図るため、自治体、商工会・商工会議所、公的産業支援機関、大学、金融機関等が参画する「ＥＧおおさか推進ネットワーク」を構築し、基調講演や参画機関の活動を紹介する定例交流会を開催するなど、機関相互の情報交換等を行った。
・平成30年度実績　定例交流会3回開催

（２）地域経済コンシェルジュ養成研修経費 

ＥＧおおさか推進ネットワーク参画機関の職員の対企業支援力の向上等を図るため研修を実施した。

・平成30年度実績　8日間13コマの講座を実施
全課程修了生22名

聴講生      22名

（３）域外ネットワーク推進経費 

国内の他地域、クラスター、支援機関と連携し、連携地域とのビジネスマッチングなど、共通課題の解決のための取組みを実施した。
３　大阪ものづくりブランド構築支援事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	3,429
	3,429
	3,429

	決算額（千円）
	3,363
	3,370
	3,212


府内ものづくり企業の自社製品開発を促進するため、府内中小企業の優れた技術に裏打ちされた創造力にあふれた製品を「大阪製」ブランドとして認証した。

・平成30年度認証製品　　　 8製品

４　皮革産業振興対策事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	2,618
	2,865
	2,865

	決算額（千円）
	2,130
	2,141
	2,171


研修事業　
（再掲）皮革関連産業の振興を図るため、次のとおり研修事業を実施した。

	事業名
	皮革業界総合研修

	対象
	皮革関連業種（製革業、製靴業、靴卸売業等）

	期間
	（前　期）平成30年10月 25日～平成30年11月6日

（後　期）平成31年1月21日～平成31年2月 27日

（技術者）平成31年1月 12日～平成31年3月3日

23日間、延べ84.5時間

	場所
	上田安子服飾専門学校、マイドームおおさか他

	内容
	講義、工場見学、実演講座、実技

	受講者数
	前期・後期延べ302名　技術者6名


５　石油貯蔵施設立地対策事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	210,870
	209,916
	209,985

	決算額（千円）
	207,395
	199,448
	208,237


石油貯蔵施設の設置の円滑化と周辺地域住民の福祉の向上を図るため、石油貯蔵施設が立地する市町及び隣接市町が実施する公共用施設の整備に対して補助金を交付した。

根拠法令　　特別会計に関する法律

技術支援グループ

１　知的財産支援施策の実施

知的財産を取り巻く環境が大きく変化する中、府内中小企業の知的財産戦略の実践に向けた取組みを行った。

(1) 知的財産マッチング事業

アイデア（特許）を有効活用し、新規事業や新商品の創出を図るため、「アイデアを事業化したい公設試、大学等」と「アイデアを活用したい企業」との出会いの場を提供するため、「特許ビジネス展示会」を開催した。

開催日 ：平成３０年１１月２８日（水）、１１月２９日（木）
会　場 ：マイドームおおさか 一階展示ホール（マイドームビジネスフェスタ2018内）

展示数　：１１団体（研究機関４、大学５、その他２）

来場者数：4,452名（ブース来場者は682名）

(2) 知財支援ネットワーク事業

知的財産分野の専門家（弁理士・弁護士・中小企業診断士・知財支援アドバイザー・技術研究員）と連携協力し、知財支援ネットワーク（MOBIO知財サポートチーム）を組織し、中小企業における知的財産の問題解決のための取組みを行った。

・支援事業数　３５企業

(3) 特許情報等活用講座

企業において知的財産関係の業務に従事する者を対象に、特許などの情報検索の実技指導を行った。

	講座名
	開催回数
	受講者数

	特許情報活用講座
	4回
	26人

	意匠情報活用講座
	1回
	7人

	商標情報活用講座
	1回
	6人


２　ＩＮＰＩＴ近畿統括本部の活用促進

大阪府が誘致し、平成２９年７月末に設置された独立行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）の「近畿統括本部」について、各種支援機関と連携し、広報やセミナーの開催等を通じて、中小企業による高度・専門的な知財相談窓口の利用促進を図った。

	内容
	回数

	金融機関と連携したセミナー等の開催

（「ビジネスに活かす知財の視点」など）
	３回

	商工会・商工会議所、各支援機関と連携したセミナー等の開催

（「はじめての営業秘密管理」など）
	１８回

	支援機関連携会議の開催
	２回


３　発明の奨励

発明振興に寄与する取組みに対し表彰などを行った。（大阪府生徒児童発明くふう展、暮らしの発明展、他）
４　技術者の表彰

技術開発、技術改善、新技術の育成などに貢献のあった技術者、経営者を顕彰した。

平成30年度の表彰者は、次のとおりである。

	種　　　　　　　　別
	表　彰　者

	発明実施功労者表彰
	　　　1人

	発明功績者表彰
	　　　5人

	新技術開発功労者表彰
	　　　2人

	技術改善功労者表彰（1号）
	　　　14人

	技術改善功労者表彰（2号）
	　　　3人


５　地方独立行政法人大阪産業技術研究所への支援

地方独立行政法人大阪産業技術研究所が自主性・自律性を発揮し円滑に運営ができるよう、運営費交付金の交付、大阪府職員の派遣等必要な支援を行った。

(2) 運営費交付金
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	1,929,200
	1,967,382
	1,950,261

	決算額（千円）
	1,924,926
	1,943,023
	1,927,712


(2) 施設整備費補助金

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	－
	366,142
	17,192

	決算額（千円）
	－
	366,142
	17,192


(3) 職員の派遣（平成31年3月31日現在）

	
	（単位;人）

	部長級
	1

	次長級
	0

	課長級
	1

	課長補佐級
	2

	主　査　級
	0

	主　事　級
	3

	　　計
	7


６　地方独立行政法人大阪産業技術研究所に関する認可業務等

地方独立行政法人大阪産業技術研究所の中期目標などの進行管理を行うため、地方独立行政法人法及び同法施行細則等の規定により、設立団体として所要の手続きを行った。（認可業務、評価委員会の運営等）
産学官連携推進グループ

１　金属系新素材試作センター運営事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	2,860
	2,860
	2,860

	決算額（千円）
	2,860
	2,860
	2,860



東北大学金属材料研究所附属産学官広域連携センターとの連携により、府内金属加工系中小企業の技術革新を支援するための拠点として、公益財団法人大阪産業振興機構がクリエイション・コア東大阪内に開設した「金属系新素材試作センター」の運営事業に対して、補助を行った。

２　ものづくりイノベーション推進事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	19,864
	15,050
	16,203

	決算額（千円）
	17,586
	10,233
	13,789


ものづくり企業のイノベーション（技術革新）を創出するため、企業、支援機関など産学官が幅広く結集した「大阪ものづくりイノベーションネットワーク」を構築し、新たな技術開発の取組みに対し、支援を行った。
３　展開力支援強化事業
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	2,884
	17,383
	17,394

	決算額（千円）
	2,884
	17,375
	16,676


新分野、ニッチ市場等へ新たな技術や製品の投入を狙う中小企業の展開力の向上を推進するため、市場ニーズ等を個別具体のプロジェクトとして組成し、中小企業の新市場への参入、事業展開を支援した。

４　大阪府IoT推進ラボ事業
	
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	450
	クリエイティブ産業振興事業費から
執行

	決算額（千円）
	　  　270
	　　  345


「シンプルに、安く、小さく始める」という、中小企業にあったIT/IoT導入を支援するため、IoTリーンスタート！セミナー・IoT診断・IoTマッチングの事業を実施した。
販路開拓支援グループ

１　ものづくり中小企業顕彰事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	800
	800
	800

	決算額（千円）
	800
	800
	800


大阪ものづくり優良企業賞2018の実施

大阪の強みであるものづくり企業の集積と技術力を国内外に情報発信するため、「ものづくり看板企業」の発掘を目的に、「高度な技術力」、「高品質・低コスト・短納期」などに着目し、市場での高い評価が期待でき、大阪産業の活性化と地域社会への貢献に資すると認められる中小企業を、官民一体となって顕彰した。

・分 担 金：800千円

・支 出 先：大阪中小企業顕彰事業実行委員会

構成：大阪府、大阪府商工会議所連合会、大阪府商工会連合会、

公益財団法人大阪産業振興機構
地方独立行政法人大阪産業技術研究所
２　ものづくりプロモーションツール制作事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	10,720
	10,720
	10,720

	決算額（千円）
	10,673
	10,696
	10,702


大阪ものづくり優良企業賞や国の顕彰制度を受賞した企業など、大阪の「看板企業」を紹介する冊子「大阪の元気！ものづくり企業」を発刊し、「大阪のものづくり力」のプロモーションに活用した。

３　大規模展示商談会活用事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	16,476
	16,476
	16,476

	決算額（千円）
	15,228
	15,286
	15,180


高い技術や優れた製品を持ちつつも大規模展示商談会への出展経験が少ない中小企業に、事前講習会を行った上で初回の出展経費の一部を補助することにより、看板企業へのステップアップを支援するとともに、展示商談会に出展する大阪のものづくり企業と共通の装飾を実施するなどの方法により、大阪のものづくり企業の集積と技術力を情報発信した。

４　販路開拓支援事業

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	15,361
	15,361
	15,361

	決算額（千円）
	14,617
	15,098
	15,038


国内外からの「大阪ものづくり」への引き合いに、官民が一体となって、大阪のものづくり企業を探索し紹介する「ものづくりB2Bネットワーク」の運営を行った。

５　伝統的工芸品産業の振興

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	204
	204
	204

	決算額（千円）
	130
	192
	188


大阪府伝統工芸士認定事業
「大阪の伝統工芸品」として指定を受けた工芸品の製造に従事する者のうち高度な伝統的技術を保持し、産地振興に積極的に取り組む者に対し「大阪府伝統工芸士」の称号を贈った。　（根拠法令　大阪府伝統工芸士認定要綱）

６　大阪府中小企業取引振興事業

（～平成20年度：大阪府中小企業支援センター事業（事業内容の見直しに伴い事業名称を変更））
中小企業支援室　ものづくり支援課
ものづくり振興グループ
モビオ事業推進グループ
技術支援グループ
販路開拓支援グループ
ものづくり振興グループ

１　大阪ものづくり中小企業支援事業実行委員会への負担金支出
	
	令和２年度
	令和元年度

	予算額（千円）
	17,587
	26,221

	決算額（千円）
	13,239
	23,517


ものづくり支援課が所管するものづくり支援事業の一部について、大阪府と（公財）大阪産業局の共同プロジェクト（実行委員会形式）で実施。実施主体である本実行委員会へMOBIO（ものづくりビジネスセンター大阪）の運営や事業実施に要する経費として負担金を支出した。新型コロナウイルス感染症の影響により、一部事業は中止となった。
　　(1)実行委員会所掌事務
　　　・MOBIO（ものづくりビジネスセンター大阪）の運営に関すること
　　　・産業財産権に関すること
　　　・産学官の連携の推進に関すること
　　　・販路開拓支援に関すること
　　　・その他ものづくり中小企業の支援に関すること
　　(2)その他

本実行委員会は（公財）大阪産業局への事業移管に伴い、令和3年3月31日に解散

２　皮革産業振興対策事業

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	1,889
	2,545
	2,618

	決算額（千円）
	1,209
	1,953
	2,130


皮革関連産業の振興を図るため、研修事業を実施した。新型コロナウイルス感染症の
影響により、新型コロナウイルス感染症の影響により、開催時間を短縮して開催するとともに、一部を中止した。

	事業名
	皮革業界総合研修

	対象
	皮革関連業種（製革業、製靴業、靴卸売業等）

	期間
	（一　般）令和3年1月20日～令和3年2月24日

　　　　　　　　　　6日間（うち2日は中止）、計5時間

（技術者）令和3年1月 16日～令和3年3月7日

9日間、計56.5時間

	場所
	マイドームおおさか4階、シューネクスト 1階工房等

	内容
	講義、実演講座、実技

	受講者数
	一般研修：延べ71名、　技術者研修：4名


　　　

３　石油貯蔵施設立地対策事業

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	218,444
	217,998
	210,870

	決算額（千円）
	216,904
	209,867
	207,395


石油貯蔵施設の設置の円滑化と周辺地域住民の福祉の向上を図るため、石油貯蔵施設が立地する市町及び隣接市町が実施する公共用施設の整備に対して補助金を交付した。

根拠法令　　特別会計に関する法律
４　技術者の表彰

技術開発、技術改善、新技術の育成などに貢献のあった技術者、経営者を顕彰した。

	内　　　容
	表彰者数

	発明実施功労者表彰
	　　3名

	発明功績者表彰
	　　7名

	新技術開発功労者表彰
	　　1名

	技術改善功労者表彰（1号）
	　　3名

	技術改善功労者表彰（2号）
	　　10名


５　（地独）大阪産業技術研究所への支援

（地独）大阪産業技術研究所が自主性・自律性を発揮し円滑に運営ができるよう、運営費交付金の交付、大阪府職員の派遣等必要な支援を行った。また、新型コロナウイルス感染症対策として、府内中小企業の依頼試験、装置使用等を１／２減額する事業に対して補助金を交付した（決算額には新型コロナウイルス感染症対策ものづくり企業支援事業費を含む）。
(3) 運営費交付金
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	2,335,986
	2,161,943
	1,943,033

	決算額（千円）
	2,264,233
	2,161,943
	1,924,927


(2) 職員の派遣（令和3年3月31日現在）

	
	派遣人数

	部長級
	　1

	次長級
	　0

	課長級
	　1

	課長補佐級
	　0

	主　査　級
	　0

	主　事　級
	　3

	　　　計
	　5


６　（地独）大阪産業技術研究所に関する認可業務等

（地独）大阪産業技術研究所の中期目標などの進行管理を行うため、地方独立行政法人法及び同法施行細則等の規定により、設立団体として所要の手続きを行った。（認可業務、評価委員会の運営等）
モビオ事業推進グループ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　ものづくり支援拠点「ＭＯＢＩＯ（ものづくりビジネスセンター大阪）」 の運営への補助

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	61,895
	61,330
	61,062

	決算額（千円）
	60,478
	59,819
	59,574


府内ものづくり中小企業の総合支援拠点である「MOBIO（ものづくりビジネスセンター大阪）」を運営するため、（公財）大阪産業局が行う産学官連携促進事業や人材育成事業等及び民間事業者が行う常設展示場などの運営や情報受発信事業に対して補助を行った。

２　大阪ものづくり中小企業支援事業実行委員会による事業実施　

	収入（千円）
	27,201

	支出（千円）
	13,239

	府への戻入（千円）
	13,962


(1)実行委員会の設置目的
ものづくり支援課が所管するものづくり支援事業の一部を（公財）大阪産業局へ移管するまでの間、当該事務を取り扱うため設置した。（技術支援グループ、販路開拓支援グループの所掌事務を含む）
　
(2)設立年月日

　　　平成31年4月1日
　　
(3)委員会委員
　　　（公財）大阪産業局　常務理事

（公財）大阪産業局　産業振興部長

大阪府　中小企業支援室長

大阪府　中小企業支援室ものづくり支援課長

　
(4)実施事業
1 MOBIO（ものづくりビジネスセンター大阪）の運営に関すること
常設展示場等運営事業者と連携・協力し、府内ものづくり中小企業の支援拠点MOBIO（ものづくりビジネスセンター大阪）の管理、運営を行った。

また、情報収集力や営業力が不足しがちな、ものづくり中小企業を支援するため、MOBIO-Café・Forum等を開催し、経営に役立つ情報や交流の機会の提供を行った。
コロナウイルス感染拡大防止のため､令和2年3月2日より休館していた常設展示場を5月25日より開館するとともに、各種セミナーや対面による相談についても順次再開した。
・常設展示場関係

来館者数：17,909名　視察件数：271件

・MOBIO-Café・Forum等の開催実績
　　　　　　MOBIO-Café　　　　　　開催回数：27回  　　参加人数：397名
　　　　　　MOBIO-Forum　 　　　　開催回数： 8回　　　参加人数：360名

　　　　　　MOBIO-Café-Meeting※　開催回数：24回　　　参加人数：375名
※常設展示場等運営事業者事業
2 産業財産権に関すること
ア　知的財産マッチング事業　　

新規事業や新商品の創出を図るため、「アイデア（特許）を事業化したい公設試、
　　　大学等」と「アイデアを活用したい企業」との出会いの場として、「ビジネスチャンス発掘フェア」への出展を予定していたが、新型コロナウイルスの影響により、中止となったため、MOBIO常設展示場において企画展を開催した。
　　　　　　　　　

　　　　・ＭＯＢＩＯ企画展「イチ推しのアイデアを活用しませんか」

　　　　　開催日：令和２年12月2日（水）～令和３年1月28日（木）

　　　　　出展数： 6大学等3公設試

　　　　　　　　
イ　知財支援ネットワーク事業　　
中小企業における知的財産の創造、保護及び活用を推進するため、知的財産分野
　　　　の専門家（弁理士・弁護士・中小企業診断士・知財支援アドバイザー・技術研究員）や産業支援機関と連携協力し設置した「MOBIO知財サポートチーム」を運営し、知的財産に関する問題解決のための取組みを行った。
・支援事業数　２４企業

ウ　特許情報等活用講座　　
企業において知的財産関係の業務に従事する者を対象に、特許などの情報検索の実技指導を行った。

・特許情報活用講座　　開催回数：４回　　受講者数：29名
・意匠情報活用講座　　開催回数：１回　　受講者数：8名
　・商標情報活用講座　　開催回数：２回　　受講者数：16名
エ　ＩＮＰＩＴ近畿統括本部の活用促進　　

大阪府が誘致し、平成２９年７月末に設置された（独）工業所有権情報・研修館（INPIT）の「近畿統括本部」の利用促進を図るため、各種支援機関（金融機関や商工会・商工会議所）と連携し、広報やセミナー、相談会を府内各所で開催した。
3 産学官の連携の推進に関すること　
ア　ものづくりイノベーション推進事業　　
ものづくり中小企業のイノベーション（技術革新）の創出を支援するため、企業、
支援機関など産学官で構成する「大阪ものづくりイノベーションネットワーク」を
運営し、技術開発に役立つ情報提供等を行った。
　　　・ものづくりイノベーションネットワーク会員数：1,675社・機関

イ　産学連携オフィスの運営　　
　　　　　ものづくり中小企業と大学・高専による産学連携を推進するため、MOBIO産学連
　　　　携オフィスを構成する大学・高専と連携し、産学連携相談やセミナー等を開催した。

　・相談件数（クリコア訪問相談）：27件
　　　・技術交流事業（シーズ発表会）：３回、参加者数127名
ウ　大阪府IoT推進ラボ事業　　
ものづくり中小企業のIoT導入を促進するため、セミナー開催や中小企業診断士
　　　によるIoT診断等を実施した。
・IoT診断件数：4件

・IoTリーンスタート！セミナー（すべてオンライン開催）：
開催数：８回　参加者数：451名
エ　経営力強化・支援体制構築事業（ものづくり支援強化推進事業）　
　　　　　「産学公民金」の連携によるビジネス環境の整備を進めるため、「ＥＧおおさ
　　　か推進ネットワーク」を運営した。新型コロナウイルスの影響により、対企業支援力の向上等を図る研修等は中止したが、参画機関の活動の紹介やこれまでのＥＧおおさかの取組みを総括するシンポジウムを開催した。

　　　・EGおおさかシンポジウム　参加者数44名
　　　　　　令和2年12月10日（木）　クリエイション・コア東大阪　南館3階

4 　販路開拓支援に関すること
ア　ものづくりプロモーションツール制作事業

「大阪のものづくり力」を国内外に発信するため、大阪ものづくり優良企業賞や　　国の顕彰制度を受賞した企業などを掲載した冊子を配布するなど各種プロモーションを行った。
　　　　・英語版MOBIOホームページによる企業紹介
3社

　　　　・展示会等での冊子配布　1回100冊

イ　大規模展示商談会活用事業（共同出展）

新たな市場への参入や国内外への販路拡大に効果が大きい展示会において、複数　　のものづくり企業による共同出展を実施。併せて、出展前後のサポート活動を行った。

　　・第25回機械要素技術展・同時開催展への共同出展

令和3年2月3日～5日：幕張メッセ

・府公募企業８社、B2Bネットワーク事務局、中小企業団体中央会公募企業８社
（彩都建設推進協議会との共同出展）
ウ　ものづくり企業自社商品開発促進事業・消費財プロモーション事業　
優れた技術等が活かされた魅力ある商品を「大阪製ブランド」として認定する「ものづくり企業自社商品開発促進事業」については、新型コロナウイルスの影響により大阪府が認定を中止することとしたため、募集・選定事務も中止した。
一方、大阪製ブランド認定製品や、大阪府の伝統工芸品などの消費財の販路開拓のため、百貨店・大型専門店への商品紹介などの各種プロモーション活動を行った。　
<各種プロモーションの実績>

・大阪製ブランド認定製品展示
堺市産業振興センター（3/3～4/29）
※コロナの影響で4/9から5/6まで休館

府立中央図書館（9/2～9/13）

・伝統工芸品展示
府立中央図書館（10/2～10/14）
府立中之島図書館（3/2～3/29）

・感染症対策アイデアグッズ展示
府立中之島図書館（11/2～11/28）
堺市産業振興センター（12/2～12/24）

府立中央図書館（2/2～2/14）

・大阪クリエイトフェア
あべのハルカス近鉄本店（11/11～11/17）

・感染症対策グッズ＆大阪のものづくり展
イオンモール大日（1/22～1/24）

・大阪製ブランド展示販売会
東急ハンズ（2/18～3/30）

5 その他ものづくり中小企業の支援に関すること

　　　　大阪府、大阪市や（公財）大阪産業局等が行う事業について、連携・協力に努めた。
３　伝統的工芸品産業の振興　　
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	206
	206
	204

	決算額（千円）
	148
	148
	130


大阪府伝統工芸士認定事業
「大阪の伝統工芸品」として指定を受けた工芸品の製造に従事する者のうち、高度な伝統的技術を保持し、産地振興に積極的に取り組む者に対し「大阪府伝統工芸士」の称号を授与した。（根拠法令　大阪府伝統工芸士認定要綱）

　　　　称号授与者　２名

技術支援グループ

１　知的財産支援施策の実施　　
知的財産を取り巻く環境が大きく変化する中、府内中小企業の知的財産戦略の実践に向けた取組みを行った。（主に大阪ものづくり中小企業実行委員会で実施）
２　金属系新素材試作センター運営事業　　
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	2,868
	2,864
	2,860

	決算額（千円）
	2,868
	2,864
	2,860


東北大学金属材料研究所附属産学官広域連携センターとの連携により、府内金属加工系中小企業の技術革新を支援するための拠点として、（公財）大阪産業局がクリエイション・コア東大阪内に開設した「金属系新素材試作センター」の運営事業に対して補助を行った。

３　ものづくりイノベーション推進事業　　
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	11,796
	18,457
	18,456

	決算額（千円）
	9,449
	13,273
	16,977


府内ものづくり中小企業が行う新たな技術開発の取り組みを 「ものづくりイノベーション支援プロジェクト」として認定し、事業の研究開発や設計・試作、特許・市場調査などの取り組みに必要な経費の一部を助成した。

基盤技術開発枠：５社
第四次産業革命枠：２社

　　

販路開拓支援グループ

１　ものづくり中小企業顕彰事業

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	0
	800
	800

	決算額（千円）
	0
	800
	800


「高度な技術力」、「高品質・低コスト・短納期」などに着目し、市場での高い評価が期待でき、大阪産業の活性化と地域社会への貢献に資すると認められる中小企業を顕彰する本事業は、新型コロナウイルスの影響により、中止した。

２　ものづくりプロモーションツール制作事業
（大阪ものづくり中小企業支援事業実行委員会執行分除く）
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	113
	-
	10,720

	決算額（千円）
	81
	-
	10,673


　　大阪ものづくり優良企業賞等のプロモーションに活用している「匠」ロゴマークの商標権について、10年間の更新を行った。

３　大規模展示商談会活用事業（大阪ものづくり中小企業支援事業実行委員会執行分除く）

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	10,542
	10,879
	16,476

	決算額（千円）
	7,160
	9,318
	15,228


高い技術や優れた製品を持ちつつも大規模展示商談会への出展経験が少ない中小企業に、事前講習会を行うとともに、出展経費を補助することにより、大阪の看板企業へのステップアップを支援。また、同一の展示商談会に出展する企業の装飾を共通とするなどにより、大阪のものづくり企業の集積と技術力を情報発信した。

４　販路開拓支援事業

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	17,368
	17,162
	15,361

	決算額（千円）
	14,560
	 16,537
	14,617


国内外からの「大阪ものづくり」への引き合いに、官民が一体となって、大阪のものづくり企業を探索し紹介する「ものづくりB2Bネットワーク」の運営を行った。

５　大阪府中小企業取引振興事業

（～平成20年度：大阪府中小企業支援センター事業（事業内容の見直しに伴い事業名称を変更））
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	90,942
	89,578
	88,050

	決算額（千円）
	89,120
	89,578
	87,705


下請中小企業の振興を図るため、（公財）大阪産業局が行う下請取引あっせんや取引適正化の推進などの取引振興事業及び国内外販路開拓支援事業などに対して補助金を交付し、中小企業の健全な育成に努めた。　（根拠法令　中小企業支援法）
中 小 企 業 支 援 室　　金 融 課
制度融資グループ
政策融資グループ

貸金業対策グループ

制度融資グループ

１　中小企業向け制度融資の実施

大阪府の中小企業向け制度融資は、一部の制度を除き、府が金融機関に貸付原資の一部を預託し、信用保証協会の保証を付し、府が定める融資条件により、金融機関が中小企業に融資を実施している。

令和２年度においても、令和元年度に引き続き新型コロナウイルス感染症により経営に影響を受けた中小企業者を資金面から支援するための融資制度を実施した。

制度融資の実績

	貸　付　金
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額　（千円）
	869,777,000
	224,774,000
	243,108,000

	決算額　（千円）
	869,777,000
	224,774,000
	243,108,000

	融資件数（件）
	129,505
	14,048
	12,339

	融資実績（千円）
	2,941,732,056
	322,961,438
	280,268,767


※融資実績には府が預託を行っていない融資メニューも含む。

　※決算額には、既に終了した融資メニュー（347,500千円）も含む。

 (1) 小規模企業サポート資金

府内の小規模企業者の小口の資金需要に対応するため、事業活動に必要な設備・運転資金を大阪府が定める条件（低利等）により融資することを目的として、貸付原資の一部を取扱金融機関に預託した。
預託金額（貸付金額）　15,607,500千円

○　融資実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件、千円）

	 eq \o\ad(融資実績,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(融資残高,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	件　　　数
	金　　　　額
	件　　　数
	金　　　　額

	726
	4,488,506
	9,646
	26,771,111


○　融資条件

	
	責任共有制度
	金利
	融資限度額
	保証料
	融資期間

	
	
	
	
	
	運転
	設備

	小規模企業サポート資金

	
	小規模資金
	対象外
	1.6％
	無担保

2,000万円
	保証協会が定める料率
	7年以内
	7年以内

	
	地域支援ネットワーク型
	
	1.4％
	
	
	
	



※　融資条件については、令和3年3月末時点
(2) 開業サポート資金

府内の開業者の資金需要に対応するため、事業活動に必要な設備・運転資金を大阪府が定める条件（低利等）により融資することを目的として、貸付原資の一部を取扱金融機関に預託した。

預託金額（貸付金額）　　　　999,500千円

○　融資実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件、千円）

	 eq \o\ad(融資実績,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(融資残高,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	件　　　数
	金　　　　額
	件　　　数
	金　　　　額

	116
	693,517
	670
	2,053,274


○　融　資　条　件

	
	責任共
有制度
	金利
	融資限度額
	保証料
	融資期間

	
	
	
	
	
	運転
	設備

	開業サポート資金

	
	開業資金A・B
	対象外
	1.4％
	無担保

3,500万円
	1.0％
	7年以内
	7年以内

	
	
	女性・若者・シニア・UIJ
	
	1.2%
	
	
	
	

	
	地域支援ネットワーク型A・B
	
	1.2％
	
	A0.5％
B0.6%
	
	

	
	
	女性・若者・シニア・UIJ
	
	1.0%
	
	
	
	


※　融資条件については、令和3年3月末時点

(3) チャレンジ応援資金

経営革新計画など法に基づく認定を受けた方を対象とする「法認定型」、金融機関がそれぞれの特徴や得意分野を活かし商品設計したもので、府と連携して、頑張る、又は頑張ろうとする中小企業者を応援するため創設した「金融機関提案型融資」、国が認定する認定経営革新等支援機関や金融機関の支援を受けながら事業計画を策定し、経営力の強化を図ることを目的とした「経営力強化資金」、経営基盤の強化などに必要な設備を導入するための資金を融資する「設備投資応援融資」を実施した。
府内中小企業者の育成・発展と雇用の維持・拡大を図るため、貸付原資の一部を取扱金融機関に預託した。（法認定型及び経営力強化資金は預託対象外）

預託金額（貸付金額）　　　　134,077,000千円

○　融資実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件、千円）

	
	 eq \o\ad(融資実績,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(融資残高,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	件　数
	金　　額
	件　数
	金　　額

	チャレンジ応援資金

	
	法認定型
	0
	0
	43
	701,778

	
	 金融機関提案型
	293
	24,305,626
	－
	228,330,261

	
	経営力強化資金
	205
	5,117,301
	6,161
	95,968,660

	
	設備投資応援融資
	79
	884,355
	1,026
	7,836,819

	
	SDGsビジネス支援資金
	1
	45,000
	1
	42,696

	
	事業承継支援資金
	1
	80,000
	1
	77,780


○　融資条件

	
	責任共有制度
	金利
	融資限度額
	保証料
	融資期間

	
	
	
	
	
	運転
	設備

	チャレンジ応援資金

	
	法認定型
	対象
	金融機関所定
	2億円

（組合4億円）

（うち無担保

8,000万円）
	保証協会が定める　料率
	7年以内
	20年以内

（無担保

　7年以内）

	
	金融機関提案型
	対象
	各取扱金融機関の融資メニューごとに異なる。

	
	経営力強化資金
	対象
	金融機関所定
	2億円

（組合4億円）

（うち無担保

8,000万円）
	保証協会が定める　料率
	5年以内
	7年以内

	
	設備投資応援融資
	対象
	1.2%以下

固定金利
	2億円

（うち無担保

8,000万円）
	保証協会が定める　料率
	20年以内

（無担保

10年以内）
	20年以内

（無担保

10年以内）


※　経営力強化資金において、100％保証からの借換資金の場合、責任共有制度対象外

※　経営力強化資金において、借換資金を含む場合の融資期間は、運転・設備とも10年以内
※　設備投資応援融資において、運転資金は設備資金に付随するもので、設備資金の1/2以内
※　融資条件については、令和3年3月末時点
(4) 経営安定サポート資金

府内中小企業者の経営の安定を図るため、取引先の倒産、売上高の減少などにより経営に支障を生じている中小企業者に対し、事業活動に必要な設備・運転資金を大阪府が定める条件（低利等）により融資することを目的として、平成22年度までに融資実行した保証残高に応じて取扱金融機関に預託した。（H23年度より金利を金融機関所定に改めた結果、新規の融資に対する預託は廃止）

預託金額（貸付金額）　　　26,187,000千円
○　融資実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件、千円）
	
	 eq \o\ad(融資実績,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(融資残高,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	件　数
	金　　額
	件　数
	金　　額

	経営安定サポート資金
	
	
	
	

	
	経営安定資金
	1,234
	55,008,892
	13,319
	205,813,144


○　融資条件

	
	責任共有制度
	金利
	融資限度額
	保証料
	融資期間

	
	
	
	
	
	運転
	設備

	経営安定サポート資金

	
	経営安定資金

（SN1号）
	対象外
	金融機関所定
	2億円

（うち、
無担保8,000万円）
	0.9％
	7年以内
	－

	
	経営安定資金

（SN1、5号を除く）
	
	
	
	
	
	7年以内

	
	経営安定資金

（SN5号）
	対象
	
	
	0.8％
	
	



※　融資条件については、令和3年3月末時点

 (5) 新型コロナウイルス感染症
新型コロナウイルス感染症により経営に影響を受けた中小企業者等を資金面から支援するため、貸付原資の一部を取扱金融機関に預託することで、大阪府が定める条件（低利等）による融資を行う「新型コロナウイルス感染症対応緊急資金（一般保証・セーフティネット４号・５号）」「新型コロナウイルス感染症対策資金（経営安定資金 危機関連）」を引き続き実施するとともに令和２年５月に「新型コロナウイルス感染症対応資金（保証料等補助型）」を創設し実施した。

預託金額（貸付金額）　　　692,558,500千円
○　融資実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件、千円）
	
	 eq \o\ad(融資実績,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(融資残高,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	件　数
	金　　額
	件　数
	金　　額

	新型コロナウイルス感染症

	
	対応緊急資金
	4,247
	127,351,720
	2,868
	99,632,335

	
	対策資金
	9,815
	324,134,953
	5,211
	188,359,385

	
	対応資金（保証料等補助型）
	112,788
	2,399,622,187
	96,808
	1,921,795,806


○　融資条件

	
	責任共有制度
	金利
	融資限度額
	保証料
	融資期間

	新型コロナウイルス感染症対応緊急資金

	
	一般保証
	対象
	1.2％
	2億円

（うち、無担保8,000万円）
	保証協会が

定める料率
	7年以内

	
	セーフティネット５号
	
	
	
	0.8％
	

	
	セーフティネット４号
	対象外
	
	
	0.9％
	

	新型コロナウイルス感染症対策資金（経営安定資金 危機関連）

	
	危機関連保証
	対象外
	1.2％
	2億円

（うち、無担保8,000万円）
	0.8％
	10年以内

	新型コロナウイルス感染症対応資金（保証料等補助型）

	
	危機関連保証
	対象外
	－
※
	6,000万円
	－
※
	10年以内

	
	セーフティネット４号
	
	
	
	
	

	
	セーフティネット５号
	対象
	
	
	
	


２　大阪信用保証協会の指導

中小企業者に対する金融が円滑に進められることを目的として設立された特殊法人である大阪信用保証協会に対して、「信用保証協会法」に基づき、適正な運営を図り、その機能を十分に発揮するよう指導監督を行った。

※平成26年5月19日　大阪府中小企業信用保証協会が大阪市信用保証協会を吸収合併し、名称を大阪信用保証協会に変更

○　保証協会出損金

	出　捐　金
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	0
	0
	0

	決算額（千円）
	0
	0
	0


※令和３年３月３１日現在、34,517,905,000円

○　保証協会令和２年度事業実績　　　　　　　　　　　　（単位：件、百万円）

	保　証　承　諾　額
	保　証　債　務　残　高

	件　　　数
	金　　　　額
	件　　　数
	金　　　　額

	137,979
	3,238,712,295
	219,757
	4,061,145,370


(1) 各制度融資の損失補償

制度融資の実施に伴い、保証協会が受けた損失について、府が所定の割合で補償し、制度融資運営の円滑化を図った。

○　損失補償状況
	損失補償
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（円）
	1,803,000,000
	1,822,000,000
	2,222,000,000

	決算額（円）
	1,485,576,667
	1,702,045,706
	1,749,336,185


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	 eq \o\ad(制度名,　　　　　　　　　　　　　)
	限度額
	期間
	支出済額

(前年度まで)
	令和2年度
支出額
	残　　高

	平成19年度 

中小企業一般型融資資金
	3,059,000
	平成19年度～
令和３年度
	850,212


	4,824


	56,000

	平成20年度
中小企業成長支援型融資資金
	1,549,000
	平成20年度～
令和12年度
	458,177


	965
	27,000

	平成21年度
〃
	856,000
	平成21年度～
令和13年度
	220,222


	694
	9,000

	平成19年度
中小企業サポート型融資資金
	14,706,000
	平成19年度～
令和３年度
	5,734,085


	24,551
	472,000

	平成20年度
〃
	18,797,000
	平成20年度～
令和７年度
	6,023,633


	83,452
	12,602,425

	平成21年度
〃
	22,789,000
	平成21年度～
令和８年度
	8,968,730


	264,906
	5,806,961

	平成15年度
中小企業構造改善促進融資
	630,000
	平成15年度～
令和４年度
	110,229


	0
	6,000

	平成16年度
〃
	630,000
	平成16年度～
令和５年度
	148,140


	0
	14,000

	平成17年度
中小企業チャレンジ型融資資金
	437,000
	平成17年度～
令和６年度
	97,937
	0
	4,000

	平成18年度
〃
	390,000
	平成18年度～
令和７年度
	222,580


	0
	19,000

	平成19年度
〃
	404,000
	平成19年度～
令和８年度
	108,377


	0
	46,000

	平成22年度

中小企業向け融資資金
	25,442,000
	平成22年度～
令和14年度
	9,173,427
	270,613
	10,311,608

	平成23年度

〃
	18,794,000
	平成23年度～
令和10年度
	1,649,363
	43,823
	2,272,362

	平成24年度

〃
	14,006,000
	平成24年度～
令和21年度
	1,156,994
	58,220
	2,563,105

	平成25年度

〃
	9,538,000
	平成25年度～
令和32年度
	789,908
	42,705
	1,778,142

	平成26年度

〃
	9,417,000
	平成26年度～
令和23年度
	555,583
	42,125
	1,512,298

	平成27年度

〃
	8,412,000
	平成27年度～
令和24年度
	530,196
	60,663
	1,860,869

	平成28年度

〃
	8,453,000
	平成28年度～
令和28年度
	468,341
	115,956
	2,052,184

	平成29年度

〃
	6,300,000
	平成29年度～
令和29年度
	381,422
	136,237
	2,202,183

	平成30年度

　　　　　〃
	5,697,000
	平成30年度～
令和30年度
	136,191
	174,683
	2,385,595

	令和元年度

　　　　　〃
	5,676,000
	令和元年度～
令和31年度
	26,273
	98,472
	3,600

	令和2年度

　　　　　〃
	33,744,319

	令和2年度～
令和32年度
	0
	62,689
	26,515,554



※　金額については、千円未満四捨五入

３　金融機関との連携の推進

地方創生の取り組みの中で、地域金融機関の経営サポート機能や取引先中小企業とのネットワークとの連携を推進し、金融と経営支援の一体的な取り組みや府の中小企業支援施策の情報発信・ＰＲによる活用促進を図った。

	金融機関名
	締結協定
	締結日
	連携会議開催日

	りそな銀行

	「中小企業振興に関する連携協定」
	H27.3
	R元.7.4

	
	「包括連携に関する協定」
	H27.7
	

	近畿大阪銀行
	「中小企業振興に関する連携協定」
	H28.6
	

	池田泉州銀行
	「中小企業振興に関する連携協定」
	H28.2
	R元.7.16

	大阪信用金庫
	「包括連携に関する協定」
	H28.1
	R元.9.19

	大阪シティ信用金庫
	「中小企業振興に関する連携協定」
	H28.9
	－

	永和信用金庫
	「中小企業振興に関する連携協定」
	H30.4
	R元.8.20


政策融資グループ

１　小規模企業者等設備貸与資金貸付事業

(1) 小規模企業者等設備貸与資金貸付

小規模企業者等を対象に、創業又は経営の革新を図るために必要な設備の導入を支援する小規模企業者等設備貸与事業を実施する（公財）大阪産業局に対して、資金の貸付及び補助金の交付を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額
	1,622,785
	1,622,417
	1,622,233

	決算額
	1,618,374
	1,620,895
	1,614,466


　
根拠法令等　小規模企業者等設備導入資金助成法　～H26年度
　　　　　　　　　　独立行政法人中小企業基盤整備機構法　H27年度～

· 小規模企業者等設備貸与事業
（公財）大阪産業局において、府内の小規模企業者などが創業又は経営の革新を図るために希望する機械設備を長期かつ低利で割賦販売 （ローン）及びリースする事業を行った。

【大阪産業局　貸与実績】　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	業　　　　　種
	小規模企業者等設備貸与事業

	
	件　数
	金　額

	製　　　造　　　業
	47
	907,864

	建　　　設　　　業
	14
	417,814

	運輸業
	10
	194,535

	卸　　　売　　　業
	1
	6,490

	小売業
	2
	14,852

	サ　ー　ビ　ス　業
	7
	56,207

	合　　　　　　　計
	81
	1,597,762


	※１　総  事  業  費
	2,000,000

	財源内訳
	府  貸  付  金
	1,600,000

	
	大阪産業局調達分
	400,000


※１　総事業費には未使用分を含む。

　

· 小規模企業者等設備貸与事業費補助金(円滑化補助金)

　　 （公財）大阪産業局が実施する、小規模企業者等設備貸与事業の貸し倒れ対応のための補助金を助成した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額
	22,785
	22,417
	22,233

	決算額
	18,374
	20,895
	14,466


（2）損失補償契約の締結
割賦販売（ローン）またはリースを受けた企業が支払い不能となったとき、（公財）大阪産業局が被る損失の一部を補填するため、同局と損失補償契約を締結した。
・小規模企業者等設備貸与事業に対する損失補償

限度額　　２億円
期　間　　令和２年度から令和13年度まで

２　高度化資金貸付事業
　　中小企業者が組合などを設立し、経営の近代化・合理化を図るために、事業の共同化・協業化や工業・店舗の集団化等に取組む組合等に対して、都道府県と独立行政法人中小企業基盤整備機構が一体となって、事業計画に対する助言と施設整備に対する資金貸付により支援を行った。

　（単位：千円）
	
	令和２年度
	令和元年度

	予算額
	58,250
	58,250

	決算額
	58,250
	58,250



　　　　　　根　拠　法　令　等　　独立行政法人中小企業基盤整備機構法
　　　　　　　　　　　　　　  　　大阪府中小企業高度化資金貸付規則
(貸付実績)　　　　　　     　　　　　　     　　　　　　（単位：千円）
	貸付先
	事業名
	事業費
	貸付対象額
	貸付額
	備考

	天神橋三丁目　　商店街振興組合
	カラー　舗装整備
	74,818
	74,818
	58,250
	二期工事の二期分


　　※償還期間は、第１期・第２期ともに令和４年度から令和13年度まで

貸　付　財　源　内　訳
一般会計からの繰入金　　　　　　　　　　　　　11,650千円
独立行政法人中小企業基盤整備機構からの借入金　46,600千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　58,250千円
３　中小企業振興資金の債権管理事務
中小企業設備近代化資金・中小企業高度化資金・小規模企業者等設備貸与資金の貸付金に係る債権管理を行った。

また、貸付財源として受け入れている資金について、国、独立行政法人中小企業基盤整備機構及び一般会計へそれぞれ償還を行った。

なお、中小企業設備近代化資金及び中小企業高度化資金の債権管理回収業務については、平成16年度より民間サービサーに委託している。

【サービサー委託費】　                                  （単位：千円）
	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額
	6,784
	10,442
	10,887

	決算額
	6,784
	10,270
	10,887


(1) 債権の回収

各貸付契約に基づき償還期限の到来するものについては、債務者に対して納入の通知を行い、収納した。

また、償還が困難な企業などについては交渉を行い、分割納入等の方法による回収に努めるとともに、少額分納者については、増額交渉を行った。

なお、長期にわたり交渉に応じず、償還に対して誠意を示さない一部の債務者等については、預貯金の差押え等の法的措置を講じ、回収を図った。

(2) 債権の管理

中小企業高度化資金の貸付先組合を対象として、事業運営や財務内容などの調査・診断を実施し、経営改善などについての事後助言・アドバイスを行った。

・高度化条件変更にかかる診断　２件　
・高度化経過指導　　　　　　　３件　
また、延滞企業（組合）に対しては、債務者等の実態調査、返済交渉などを行い、債権（時効）管理に努めた。

　

(3) 調定・収納状況

①　近代化資金（元利金べ－ス）

（単位：件、円）

	
	調定額
	償還額
	不納欠損額
	収入未済額

	
	件数
	金　　額
	件数
	金　　額
	償還率
	件数
	金  額
	件数
	金　　額

	過年度
	18
	48,501,852
	1
	1,610,500
	3.3%
	－
	－
	17
	46,891,352

	現年度
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	合　計
	18
	48,501,852
	1
	1,610,500
	3.3%
	－
	－
	17
	46,891,352


②　高度化資金（元利金べ－ス）

（単位：件、円）

	
	調定額
	償還額
	不納欠損額
	収入未済額

	
	件数
	金　　額
	件数
	金　　額
	償還率
	件数
	金  額
	件数
	金　　額

	過年度
	2
	475,024,251
	0
	2,632,343
	0.6%
	－
	－
	2
	472,391,908

	現年度
	39
	431,614,273
	39
	431,614,273
	100.0%
	－
	－　
	－
	－　

	合　計
	41
	906,638,524
	39
	434,246,616
	47.9%
	－
	－
	2
	472,391,908


※　①・②共に件数は調定件数で、償還額欄の件数は完済となった調定件数

③　小規模企業者等設備貸与資金貸付金（元利金ベース）

（単位：件、円）

	
	調定額
	償還額
	不納欠損額
	収入未済額

	
	件数
	金　　　額
	件数
	金　　　額
	償還率
	件数
	金　額
	件数
	金　　額

	過年度
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	現年度
～H26
	7
	339,541,000
	7
	339,541,000
	100.0%
	－
	－
	－
	－

	現年度

H27～
	16
	967,580,364
	16
	967,580,364
	100.0%
	－
	－
	－
	－

	合　計
	23
	1,307,121,364
	23
	1,307,121,364
	100.0%
	－
	－
	－
	－


※　件数は調定件数
(4) 延滞整理状況

①　近代化資金（元利金べ－ス）

（単位：件、円）

	
	調定額
	償還額
	不納欠損額
	収入未済額

	
	件数
	金　　額
	件数
	金　　額
	償還率
	件数
	金  額
	件数
	金　　額

	過年度
	18
	48,501,852
	1
	1,610,500
	3.3%
	－
	－
	17
	46,891,352

	現年度
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	合　計
	18
	48,501,852
	1
	1,610,500
	3.3%
	－
	－
	17
	46,891,352


②　高度化資金（元利金べ－ス）

（単位：件、円）

	
	調定額
	償還額
	不納欠損額
	収入未済額

	
	件数
	金　　額
	件数
	金　　額
	償還率
	件数
	金  額
	件数
	金　　額

	過年度
	2
	475,024,251
	0
	2,632,343
	0.6%
	－
	－
	2
	472,391,908

	現年度
	－
	－　
	－
	－　
	－　
	－
	－　
	－
	－　

	合　計
	2
	475,024,251
	0
	2,632,343
	0.6%
	－
	－
	2
	472,391,908


※　①・②共に件数は貸付件数で、処理状況欄の件数は完済となった貸付件数
③　小規模企業者等設備貸与資金貸付金　　延滞なし

(5) 債権明細票

（単位：件、円）

	
	貸付

件数
	

	
	
	債権残高

（元金べ－ス）
	

	
	
	
	期限未到来額
	未到来率

	設備近代化資金　
	13
	46,891,352
	0
	0.0％

	高度化資金　
	21
	3,602,924,855
	3,130,532,947
	86.9％

	小規模企業者等
設備貸与資金
	~H26年度
	7
	235,218,000
	235,218,000
	100.0％

	
	H27年度~
	16
	5,563,088,000
	5,563,088,000
	100.0％

	合　　　計
	57
	9,448,122,207
	8,928,838,947
	94.5％


(6) 独立行政法人中小企業基盤整備機構への償還等

（単位：円）

	
	貸付先からの償還金額

	
	
	返　済　額

	
	金　　　額
	（独）中小企業基盤整備機構
	府（一般会計繰出）

	高度化資金
	434,246,616
	187,786,937
	75,896,909

	
	うち利息
	5,370,580
	4,862,237　
	－

	設備貸与資金
	1,307,121,364
	608,495,658
	－

	
	うち利息
	10,759,364
	6,420,658
	－

	合　　計
	1,741,367,980
	796,282,595
	75,896,909

	
	うち利息
	16,129,944
	11,282,895
	－


４　（一財）大阪府地域支援人権金融公社の指導

大阪府内において、福祉の推進、雇用促進など、地域の活動を支援する事業などに対し、必要な融資を行う（一財）大阪府地域支援人権金融公社の指導に努めた。

【償還状況】

（単位：円）
	貸付総額
	令和元年度末残高
	令和２年度償還額
	令和２年度末残高

	5,635,240,000
	1,482,502,192
	78,027,539
	1,404,474,653


　

【公社融資状況】
	区　分
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	件　数
	24件
	61件
	53件

	金　額
	3億円
	6億円
	2億円

	融資残高
	21億円
	23億円
	21億円


貸金業対策グループ

１　貸金業対策の推進

貸金業法（昭和５８年法律第３２号）及び出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和２９年法律第１９５号）に基づき、貸金業者の新規、更新、変更などの登録事務を行うとともに、立入検査の実施などを通じた業者の指導・監督を行った。

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	11,212
	10,535
	10,233

	決算額（千円）
	10,445
	9,833
	9,987


(1) 貸金業者の登録等

貸金業法の規定に基づき、的確に登録などの審査事務を行った。なお、業務の効率化を図るため、日本貸金業協会と協定を結び、同協会会員業者の登録申請受付等業務を無償で委託した。

ア　登録件数

	
	令和２年度末
	令和元年度末
	平成30年度末

	登録業者数
	129
	132
	136


　　　　　（内訳）

	令和2.3.31現在

登録業者数
	登録件数
	登録消除件数
	令和3.3.31現在

登録業者数

	132
	40
（37）
	6
	129


（注）登録件数の（　　）は更新件数（内数）である。

登録消除件数の内訳は、廃業6件、登録換0件、取消0件、期限切れ0 件。
イ　更新登録状況

	令和２年度

中の登録更新対象業者
	
	令和２年度中に登録更新を
受け付けた業者
	

	
	うち
登録更新申請をしなかった業者
	
	うち

登録更新を

した業者
	うち

登録更新ができない業者
	うち

登録更新
申請を取り下げた業者

	38
	1
（2.63%）
	37
	37
（100%）
	0
（0%）
	0
（0%）


ウ　登録申請手数料の収納状況

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	件数（件）
	33
	58
	51

	収納額（千円）
	4,950
	8,700
	7,650


（注）　登録審査手数料１件当たり　150,000円
（注）　登録申請については、貸金業法施行規則により登録の有効期限満了の２ヵ月前までに申請しなければならないと定められているため、年度中の登録更新件数と登録申請手数料の収納件数は一致しない。

根拠法令等　　貸金業法

大阪府商工行政事務手数料条例

(2) 貸金業者の指導・監督

一般検査として、貸金業法を中心に関係法令遵守の更なる徹底を求めるため立入検査を実施した。

なお、検査すべき項目が増加していることなどから、１件ごとに十分な人員体制と時間をかけて綿密に検査を行うこととしており、より実効的で密度の濃い検査を目指して、平成３０～令和２年度の３年間で原則として２回は営業所において検査を行うよう、計画的に実施している。（登録更新年度は現状の聴き取り調査を実施。）

令和２年度においては、新型コロナウイルス感染防止により緊急事態宣言発令中の間は検査の実施を控えることとしたため、計画していた検査の一部を翌年度に延期した。
また、法完全施行以降は、その影響を受けて多数の貸金業者が廃業に追い込まれていることから、廃業後の状況について、積極的に廃業確認・検査を行うとともに、残貸付債権の状況等に係る報告書の提出を求めた。

なお、苦情などのあった業者に対しては、別途、ヒアリング、立入検査などを通じ個

別指導を行った。

ア　立入検査の実施状況

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	訪問店舗数
	49
	71
	69

	検査実施店舗数
	49
	71
	69


イ　廃業業者確認状況

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	実施業者数
	33
	47
	32


ウ　行政処分業者数の推移

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	業務停止
	1
	0
	0

	登録取消
	0
	0
	0

	未確知(※)による取消
	0
	0
	0


※「未確知」とは、営業所などの所在地又は貸金業者の所在を確認できないこと

エ　苦情件数

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	件数（件）
	13　
	11　
	23


２　返済困難者対策（返済困難者相談支援事業）の推進

多重債務相談者が抱える根本的問題の解決を図るため、府内市町村の相談対応の充実に向けて、庁内の連携を強化し、きめ細かく支援することにより、府内の相談体制の充実を図るとともに、地域の実情に応じた市町村支援を行った。

(1多重債務相談に係る市町村担当者連絡会議の開催

ア　目　的

府内市町村の多重債務相談事務及び生活困窮者自立支援制度の担当者を対象とした連絡会議を開催し、府内市町村における多重債務相談に係る好事例発表を行うことにより、地域における相談活動の一層の充実や府域全体の連携強化を図った。
イ　開催日
令和２年６月４日（木）
ウ　開催場所

大阪府庁新別館北館４階　多目的ホール（大阪市中央区大手前３－１－４３）
　　エ　参加者
　　　　31名

(2) 債務整理に係る研修会の開催

支出額　52 千円（報償費、旅費）
ア　目　的

府内市町村等の相談員が債務整理に関する基本的な知識を習得し、また、専門家から指導助言を受けながら、ケーススタディを行うことで相談対応力の向上を図るとともに参加者相互の緊密な連携協力関係を構築するための研修会を開催した。
イ　開催日
令和２年10月22日（木）
ウ　開催場所

大阪府庁新別館北館４階　多目的ホール（大阪市中央区大手前３－１－４３）
　　エ　参加者
　　　　55名
３　ヤミ金融対策の推進

貸金業法の登録を受けず、高金利で悪質な取り立てを行う「ヤミ金融」の被害者からの相談に対応するとともに、近畿財務局や大阪府警察本部（以下「府警本部」という。）と連携して、ヤミ金融被害の発生防止のため、以下のような取組みを進めた。

・　近畿財務局等からヤミ金融に係る情報提供があった場合には、被害を最小限に止めるために積極的かつ迅速に府内市町村多重債務相談事務担当者に情報提供を行っている。
・　ヤミ金融に関する相談があれば、法外な取立てには応じる必要がないこと、悪質な取立て等については警察に相談することなどを助言している。

・　案件に応じ、府警本部、近畿財務局、府内市町村など関係機関と連携して対応している。

・　平成２６年１月からは、ヤミ金融撲滅に向け、ヤミ金融等利用口座や不正利用携帯電話の情報を得た場合において、近畿財務局や府警本部へ迅速に情報提供を行っている。

・　状況に応じて、府警本部と連携しつつ、当課の職員がヤミ金融への警告を行ったり、警察への相談に付き添うなど、相談者の状況に応じたきめ細やかな対応を行っている。

・　相談対応後も状況確認を行うなど、アフターフォローに努めている。
・　また、ヤミ金融業者が債務者等から買い取った口座を犯行に使用している事案が多く発生しているとのことで、平成３０年１２月に府警本部から公的給付金受給者をはじめ広く府民に対して口座の売買・譲渡は犯罪である旨を広報・啓発をして欲しいとの依頼があり、府ＨＰ及びFaceBookの府の広報媒体の掲載はもとより、庁内関係各課（府政情報室広報広聴課・高齢介護室介護事業課・障がい福祉室障がい福祉企画課・地域福祉推進室地域福祉課、社会援護課）へ所管事務の市町村担当窓口及び事業所等あて周知について協力要請を行った。
相談受付状況

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	受付件数（件）
	11
	18
	16


14

